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○ 調査結果の概要

① 参入までの準備期間に「生産技術の習得」よりも「農地の取得・土壌改良」に

取り組む先が多く、後者の課題は当初想定していなかったとの声が多い。

② 参入目的は業種により大きく異なる。建設業は「経営の多角化」「雇用対策」

「原材料の安定的確保」が多い。

③ 参入時と参入後の課題を比較すると「農地の確保」「労働力の確保」は参入後

も課題と考える先は減少するが、「生産経費」は参入時とその後において大きな

変化がなく、恒久的な課題であることがわかる。

④ 黒字を確保した先は全体の30%にとどまる。また、黒字化までの見込み期間

4.0年に対し、実際に黒字化までに要した期間は4.9年と、計画と比較して約１年

長く時間を要している。

が多い一方、食品製造業、食品卸売業では「本業商品の高付加価値化・差別化」
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○ 全体集計

① 参入した営農類型は、「野菜（露地）」が46%ともっとも多く、ついで「野菜

（施設）」の28%、「果樹」の23%、「水稲」の15%と続く。

野菜に取り組む先が多い理由として、「すでに販路があった」が42%と最も多

く、次に「生産や経営の技術情報があった」が32%、「本業の生産技術やノウハ

ウが活かせる」が26%と、取り組みやすさから選択していることがわかる。

② 参入までの準備期間は、約２年（１年８ヶ月）を要している。この間、「農

地取得・土壌改良」に取り組んでいる先が44%と最も多い。「生産技術の習得」

は22%にとどまる。

目的の達成状況では、２番目に多かった「経営の多角化」の達成状況は53%に

とどまる。

④ 農業部門の課題は、参入時には「農業技術の習得」「販路の開拓」が多いも

のの、総じて参入後に減少する。

一方、「生産経費」「商品開発」は、参入前後でほとんど変化がなく、恒久

的な課題となっている。

⑤ 黒字を確保した先は全体の30%。計画内に黒字化した先は19%にとどまってお

り、計画どおりに黒字化することは簡単ではないことが分かる。

また、黒字化までの平均見込期間は4.0年だが、実際には4.9年を要しており、

十分な運転資金を準備することが重要といえる。

③ 参入目的は「地域貢献」の58%、「経営の多角化」の50%、「本業商品の高付

加価値化・差別化」の49%と続き、「雇用対策」も45%となっている。
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１ 調査の内容

（１）調査対象

日本公庫ご融資先のうち、野菜（露地・施設）生産により農業参入し、参入後５年以

内に黒字化を果たした法人など27社

※食品製造業には外食産業を含む。その他の業種は化学品製造業、事務用品製造業な

ど。

※調査先27社のうち、中小企業基本法で定める中小企業に該当しないいわゆる大企業は

３社。

（２）実施時期：平成24年９月～12月

（３）調査方法：面談及び書面による

24年度調査の要領

回答者数

地域

512310510
九州中四国近畿東海北陸関東東北北海道

２７

計

５（１９％）６（２２％）７（２６％）９（３３％）

その他の業種食品卸売業食品製造業建設業
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（黄色部分は主要４課題）

・日照や用排水施設、土壌等の諸条件を詳細
に確認し、作物に適した農地を確保。

を確保。
・食品製造業の場合、加工施設との距離を勘

案。

・従業員や機械設備を勘案し適正規模の農地
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（黄色部分は特徴的な４つのノウハウ）

・建設技術を用いて、修繕が必要となった施設を自ら修復。建設業施工
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参入時： n = 24

現 在： n = 21

現在 = 参入後平均経過年数 3 年 9 ヶ月 
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１ 作目の選定 
生産技術を有している作目や年複数回収穫が可能など経営上のリスクが小さくなる作目を 

   選定すること。

 ２ 農地の確保

     農地確保の容易さだけでなく、用排水条件や日照といった農業生産に関する条件の優位性も

考慮に入れて参入地を決めること。 
 ３ 農業技術の習得

     参入者自ら研修等を受けるほか、生産技術を有する者の確保や営農開始前の試験栽培など、

生産技術の向上に向けた取組みを十分に行うこと。 
 ４ 労働力の確保 

本業会社の余剰人員の活用を図る目的があるかもしれないが、数を確保するだけではなく、

農業経験や経理等の専門知識を有する者や農業部門のリーダー候補となり得る者を確保する

など、先を見据えた人材確保が大切である。 
 ５ 組織体制

     本業会社の代表者が農業会社の代表を兼務する場合、農業会社の運営・生産管理のために代

表者の他に実質的な責任者を配置すること。 
 ６ 事業規模

     収支を試算して求めた収益性や生産管理面を考慮して参入規模を決定すること。

 ７ 計画の作成

     収支計画、生産計画、資金繰りを十分検討した計画を自社で作成すること。期末には計画と

実績を比較し計画を見直すとともに、中長期的なビジョンを明確にすることが望ましい。 
 ８ 販路の開拓・販売単価等

     生産原価割れしない価格で契約することが基本。また、通年固定価格など安定した価格で契

約することが望ましい。 
 ９ 生産経費

     資材については安い先や条件の良い先から購入すること。また、人件費についても適材適所

の人材配置を行うことで、削減に取り組むこと。 
 

     価格交渉力をもつためにも、買い手側のニーズにきめ細かに応えるなど、差別化、高付加価

値化の取組みを行うこと。 
11 短期資金 

     確実に調達できる先を確保すること。なお、本業会社からの支援に依存しすぎると、リスク

が高まるため、自社自らが借入れできるよう、経営安定化の努力を行うこと。 
12 本業のノウハウの活用 

     「工程管理」「資材管理」「財務管理」などのノウハウを農業に適用することは、利益追求の

面でも重要。 

10 農産物の高付加価値化
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参入時： n=50

現 在： n=45

現在 = 参入後平均経過年数 9年 8ヶ月 
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 １ 農地の確保

     立地や、生産条件、取得価格に基づく取得効果を十分検証して参入地を決めること。

 ２ 農業技術の習得 

営農開始までに、出荷に耐えうる農産物の生産を行うことができる技術を習得すること。な

お、技術について相談できる指導者を有していると状況に応じた対応ができる。 
 ３ 労働力の確保 

農業技術を有する者や農業経営に資する専門性を有している者などの目線で、必要な人材を 
確保すること。 

 ４ 組織体制 

本業会社の代表者が農業会社の代表を兼務する場合、農業会社の運営・生産管理のために代

表者の他に実質的な責任者を配置すること。 
 ５ 事業規模 

収支を試算して求めた収益性や生産管理面を考慮して参入規模を決定すること。 
 ６ 計画の作成 

収支計画、生産計画、資金繰りを十分検討した計画を自社で作成すること。期末には計画と

実績を比較し計画を見直すとともに、中長期的なビジョンを明確にすることが望ましい。 
 ７ 販路の開拓・販売単価等 

生産原価割れしない価格で契約することが基本。

なお、本業会社で利用する場合は販路の開拓は必要ないが、本業以外への販路を持つことは

利益確保やリスク分散につながる。

また、本業会社が有する営業・価格交渉ノウハウを活用し、販路の拡大や販売単価の安定に

努めることが望ましい。 
 ８ 生産経費 

資材については価格が安い先や取引条件のよい先から購入すること。また、人件費について

も効率良く適材適所の人材配置を行うことで、削減に取り組むこと。なお、毎期の計画と実績

を比較し、改善策を検討するなど、継続的な経費削減に取り組むことが望ましい。 

 

農産物の有利販売を行うためにも、差別化、高付加価値化の取組みを行うことが望ましい。

付加価値化の取組みは、それを原材料として使用する場合、本業会社の商品の差別化にもつな

がるので重要。

なお、有機栽培や無農薬栽培などの栽培方法による差別化に取り組む場合は、十分な生産技

術の習得が必須。 

10 短期資金 

十分な自己資金を準備すること。本業会社からの支援に依存しすぎると、リスクが高まる。 
11 本業のノウハウの活用 

「営業販売」、「商品開発」、「生産管理」、「コスト管理」などのノウハウを農業に適用するこ

とは、利益確保の面でも重要。 

９ 農産物の高付加価値化 
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＜ポイント＞

本業会社が食品製造業ということから、「本業会社で製造する食品の高付加価

値化・差別化」や「原材料の安定的な確保」を目的に参入している事例が多い。
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・生産原価をもとに利益を確保できる単価水準を設定。バイヤー経験のある者

が価格交渉。

・生産原価をもとに利益を確保できる単価水準で本業会社に出荷。

＜対応に苦慮している事例＞ 

・販売単価は、本業会社が他の仕入先から入荷している単価と同単価に設定し、

生産原価割れしない価格かどうかの検証をしていない。 

（12） 生産経費 

イ 経費の把握と管理 

  

 
効果的な取組み事例では、毎月の計画の作成と実績との対比や、改善策の実行な

ど、生産面だけでなく経費面においてもしっかりとした管理を行っている。 
 

＜効果的な取組み事例＞

 ・月次計画の作成と実績とを対比し、そこから見えてきた改善策を反映。

 
ロ 軽減のための取組み 

  

 
効果的な取組み事例においては、経費を抑えるため、購入する資材の種類によっ

て個別に購入先を変更したりしている。

一方、対応に苦慮している事例においては、往々にして経費削減の取組みはみら

れない。 

＜効果的な取組み事例＞

・購入する資材によって、単価の安い先から購入。

・資材の種類によって個別に価格交渉を実施し購入。 

 

・当方が主導権を有しており、生産物の品質を理解し、慣行栽培野菜と比較し

て３倍の価格でも取引してくれる先に販売。
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参入時：n= 17

現 在：n= 15

現在 = 参入後平均経過年数 11年 1ヶ月
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１ 作目の選定 
単一品目の場合は高度な技術を習得して収穫可能期間を延ばすような栽培体系の構築を、複

数品目の場合は年間を通じてできるだけ切れ目のない作付け体系の構築を行う方向で検討す

ること。 
 ２ 農地の確保 

農地確保の容易さだけでなく、用排水条件や日照といった農業生産に関する条件の優位性も

考慮に入れて確保すること。また、適正な価格で取得若しくは賃借すること。 
 ３ 農業技術の習得 

自らの研修等のほか、生産技術を有する者の確保や技術指導を受けることができる先の確保

など、生産技術の向上に向けた取組みを十分に行うこと。 
 ４ 労働力の確保 

農業経験者など優れた栽培技術を持つ人材を確保すること。未経験者を採用する場合には、

経験者から技術を学び、適切に指導が行われる体制を築くこと。 

 ５ 組織体制 

食品卸売業である会社が参入のために組織した会社（以下、「参入会社」という。）の代表者

が参入会社の経営に専念できる体制を作ることが基本である。

食品卸売業である親会社（以下、「本業会社」という。）の代表者が参入会社の代表を兼務す

る場合は、参入会社の運営・生産管理を代表者に代わって行う実質的な責任者を配置すること。 
 ６ 事業規模 

収支を試算して求めた収益性や生産管理面を考慮して参入規模を決定すること。 
 ７ 計画の作成 

参入目的に従って本業会社が必要とする生産量を踏まえ、必要となる人員・コストを考慮し

たうえで計画を作成すること。 
 ８ 販路の開拓・販売単価等 

販売単価も本業会社と参入会社一体での利益を挙げることができればよいという考え方か

ら、参入会社が本業会社に販売する時点の単価よりも本業会社が販売店等に販売する際の売価

を重視する傾向にある。 
 ９ 生産経費 

日々の経理管理により、常に生産経費を把握すること。また、生産経費に占める人件費の割

合が大きいことから、人件費軽減の取組みを行うこと。 
 

価格交渉力をもつためにも、農産物の差別化、高付加価値化の取組みを行うこと。 
11 短期資金 

運転資金は余裕をもって確保すること。また、本業会社の経営の安定化が重要であり、必要

に応じて本業会社がバックアップできる体制としておくこと。 
12 本業のノウハウの活用 

    食品卸売業としての営業力や市況を見据えた計画的な生産・販売に特徴がある。 

10 農産物の高付加価値化 
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参入時：n=29

現 在：n=28

現在 = 参入後平均経過年数 4年 6ヶ月 
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事例調査を行った「その他の業種」とは、化学品製造業、事務用品製造業など。 
１ 参入目的 

本業会社が農業と関わりが薄いため、どのような目的で農業に参入するのか、明確にするこ

と。 
 
２ 農地の確保 

選択した作目に求められる条件を認識し、条件に合致した農地を確保すること。なお、農業

と関わりが薄い業種のため、公的機関などに相談することが有効である。 
 
３ 農業技術の習得 

研修などにより、栽培に必要な技術を十分に習得すること。 
 
４ 労働力の確保 

農業経験者を確保することは有効である。ただし、品質向上や作業の効率化のために、参入

後の従業員教育も大切である。  
５ 組織体制 

本業会社と農業部門を別組織にする場合、しない場合に関わらず、それぞれの実質的な経営

者は異なる者とすることが望ましい。 
  

６ 事業規模 
収支の試算を行い、確実に利益を確保でき、生産管理が可能な規模とすること。こうした検

討をせず、確保できた規模をそのまま事業規模としないこと。 
  

７ 計画の作成 
販売単価等をしっかりと見積もり、経営者自らが作成し、計画を理解すること。計画と実績

を比較検証し、その結果を次期に活かすこと。 
  

８ 販路の開拓・販売単価等 
原価計算を行い、利益が確保できる単価での販売を徹底すること。また、販売先は複数もつ

ことがリスク分散につながる。 
  

９ 生産経費 
定期的に検証し、経費に占める部分が大きな要素を把握し、改善方法を検討すること。例え

ば、資材は、過去の取引にとらわれず、条件の良い先から購入すること。人件費は、従業員の

作業効率を把握し、配置の最適化を行うことで、無駄を省くこと。 
 

品質管理等により有利販売を行うことが望ましい。なお、栽培方法による差別化を図る場合

は、十分な生産技術を習得しておくことが必要。 
  

11 短期資金 
想定外の資金が必要となる場合があるが、本業会社に頼った資金調達の場合、本業会社の業

績次第で調達ができなくなる可能性がある。 
  

12 本業のノウハウの活用 
「生産管理」「財務管理」「財務管理」など本業部門が有しているノウハウを農業部門に適用

することが農業経営には有効である。 

10 農産物の高付加価値化 
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株式会社 Ｘ青果（○○県△△市） 

農業参入成功の秘訣は、強固な生産部門の構築

野菜の卸売業では県内トップの取扱高を誇るＸ青果。

野菜入荷量の安定化を目指し、農業へ参入。成功までの苦労を探る。

 

 農業はわが社にとっての新
フロ

大陸
ンティア

 

  野菜の卸売業を営んでいる『株式会社 Ｘ青果（以下、「本業会社」という。）』は、近

そこで、社内会議で検討した結果、代表者は『農業はわが社にとっての新大陸』と位

置づけ自ら農業生産に参入し、調達が不安定となっている野菜を生産することになった。 

隣農家から野菜を集荷し、販売先に卸している。ただ、一部、野菜で入荷量や品質が不

安定になることがあり、売上にも影響が出ていた。
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はじめての収穫

Ｙファームが、野菜の栽培を始めてから半年後に、初の収穫時期を迎えた。

この農作物確保のために、代表者は生産農家詣でに追われた。一時的とはいえ参入企

業の経営管理ができなくなるような忙しさだったが、農場の状況は農場長が把握し、従

業員に指示を出し続けていたため、生産・収穫に大きな影響が出ることはなかった。

また、外部の生産農家から仕入れることで想定していなかった仕入コストが発生した

が、日頃の金融機関との付き合いと堅実な計画が評価され、追加で運転資金を確保する

ことができた。

なお、Ｙファームは仕入コストが発生したため、利益が想定より減少したが、販売単

価に「その他の出費」として１割分を計上していたため、収益悪化のダメージを軽減で

きた。 

 

参入１年目から試練を受けることとなったが、周到な準備を経て農業参入していたこ

とで、ダメージを最小限に抑えて何とか乗り切ることができた。

今後も、あらゆる事態を想定した経営に努め、社内留保を厚くし、規模拡大を計画的

了■ 

ところが、ここで問題が発生した。夏場の猛暑を受け、栽培作物の立ち枯れが発生。

収穫量が想定よりも約２割減少する見込みとなった。このため、本業会社で必要となる

量をすべて賄うことができなくなるため、この２割分は従来の生産農家から仕入れるこ

ととした。

に行い、県内一の規模を有した経営体となることを夢見ている今日この頃である。 
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日本公庫農林水産事業では、「農業景況調査」などの独自調査結果や最新金利など皆さまの経営のお役に立つさまざまな情
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「農業」や「食」に関する
独自調査結果をご提供

メール配信サービス登録受付中

全国の農業者（約2万先）を対象とした「農業景況調
査」のほか、食品企業（約7000社）、消費者（2000
人）などを対象とする動向調査（それぞれ年2回実
施）の結果をご提供します。

農業技術の専門家である日本公庫のテクニカルアド
バイザーが、農業・食品分野に関する最新技術情報
を「技術の窓」でお伝えします。

※このほか、皆さまのお役に立つさまざまコンテンツをご用意しております。

新たな資金制度や毎月改定される金利情報、プレス発
表している日本公庫の最新の動きをご案内します。

日本公庫が発行する月刊誌「AFCフォーラム」や「ア
グリ・フードサポート」の最新号をはじめ、バックナ
ンバーもダウンロードして、ご覧いただけます。

日本公庫の最新情報をご案内

豊富な農業技術情報が
入手できます

情報満載の定期刊行物が
閲覧できます

メール配信サービス（無料）の登録手順
下記のアドレスへアクセスして、ご登録をお願いします。

日本公庫農林水産事業メール配信サービス http://www.jfc.go.jp/n/service/mail nourin.html

登録内容を確認し、
『送信』をクリックして完了

必要事項を入力し、
『登録』のアイコンをクリック

『お申し込み』の
アイコンをクリック

隔週水曜日配信

日本政策金融公庫農林水産事業

無料
http://www.jfc.go.jp/n/service/mail nourin.html
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